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中小企業の産学官連携の課題と対応策                  
～インキュベーターによる中小産学官連携促進基盤の形成～ 

 

○ 船田学，喜多代信昭，上島東一郎（中小企業基盤整備機構） 

 

１． はじめに 

インキュベーション施設とは、創業間もない企業等

に対し、低賃料スペースや経営支援ソフトサービス等

を提供することで、その成長を促進させることを目的

とした施設のことである。日本には、公的機関（国、

地方自治体、第三セクター、商工会議所等）大学、NPO、

民間事業者等によって整備・運営されているインキュ

ベーション施設が約４００施設に上るとされる。多く

の大学においては、産学官連携推進の「場」として活

用されているところである。 

 本論では、インキュベーションにおける今日的な課

題を整理するとともに、対応策を提言する。具体的に

は、第一に現状はインキュベーション施設の「量」的

な整備は充足したものと整理し、今後の方向性として

「質」、「ネットワーク」の必要性を提示する。第二に、

「質」、「ネットワーク」への発展の方向性を踏まえて、

今後のインキュベーション施設の経営戦略について整

理する。第三に「ネットワーク」化を推進するために、

新たな研修制度を提案する。第四に、「ネットワーク」 

化の具体的な事業例として、京大桂ベンチャープラザ、

クリエイション・コア東大阪での具体的な取組を紹介

する。  

なお本論は、（独）中小企業基盤整備機構新事業支援

部インキュベーション事業課における検討中の知見に、

私見を交えて整理したものであり、組織の見解として

確立しているものではない。 

２．インキュベーションの今日的課題 

 １９９０年代に、日本のインキュベーション施設は

増加した。経済産業省の補助を受けた自治体等や、地

域振興整備公団（現（独）中小企業基盤整備機構）が

インキュベーション施設の整備を進めたのである。現

在、日本のインキュベーション数は約４００施設とさ

れている（経済産業省）。先進各国のインキュベーショ

ン施設と「量」的な整備状況の比較を行うと、ほぼ他

国に並ぶレベルまで、「量」的にはインキュベーション

施設が整備されてきたと整理することが出来る（表１）。 

 

表１ 各国におけるインキュベーション数比較表  

＊NBIA報告書等のデータを参考に作成 

「量」的な整備が充足した次の段階として、次に目

指すべき方向性としては、「質」の向上、「ネットワー

ク」の形成が考えられる。「量」的に充足すると、利用

者である企業の交渉力が増大し、インキュベーション

施設は企業に選ばれる側となる。インキュベーション

施設は入居者を丁寧に支援するだけでなく、ソフト支

援を行ううえで自らに不足する経営資源を適切に補完

する必要がある。さらには他のインキュベーションと

の差別化を行うために、他のインキュベーション施設

には模倣できない自らの強みを確立し、持続的な競争

優位を確立する必要があると考えられる（図２中央）。

さらに、現在はインキュベーション・マネージャー間

の個人レベルでのネットワークを、組織間でのネット

ワークに発展させ、さらにそれを広域化していくとい

う方向性が考えられる。現在は個人レベルでのネット

ワークであるので、インキュベーション・マネージャ

ー個人に帰属する部分が多く、人事異動があるとその

ネットワークは断絶してしまうことから、組織化が必

要である。加えてインキュベーション施設は、通常そ

の運営母体である都道府県や市町村といった行政単位

で活動することが多い。しかし、支援対象の企業は、

自治体の枠を超えて、事業活動を行うのが通常である。

１Ｂ１４ 

－42－



インキュベーション施設は、支援対象である企業の事

業活動に合わせて広域に活動すべきであると考えられ

る（図１右側）。 

 

図１ インキュベーションの今日的課題 

３． インキュベーション施設の経営戦略 

 インキュベーション施設の今後の発展の方向性に

ついては、「質」の向上や、「ネットワーク」の構築が

必要であると整理した。この方向性を上位概念として、

ここではインキュベーション施設の経営戦略について

考える。 

 通常では、インキュベーション施設の使命とは、イ

ンキュベーション施設に入居する企業を支援すること

だと考えられている。しかしながら、インキュベーシ

ョン施設の設置・運営者の視点から考えると、入居企

業の成功のみで、インキュベーション施設の成功とは

言えない。通常、インキュベーション施設を新築で建

築する場合は、２０～３０居室のインキュベーション

施設の場合、１０億円程度の建設費に加え、毎年数千

万円の維持費を要する。入居企業のうち数社が成功し

たとしても、これらの投資額は回収できない。 

 インキュベーション施設がその投資額を回収するた

めには、入居企業の成功という内部経済効果だけでな

く、インキュベーション施設が立地する地域へ及ぼす

波及効果という外部経済を獲得していく必要がある。 

 このような考えのもと、レベル１～４のインキュベ

ーション施設の経営戦略について整理した（図２）。 

 第一にレベル 1とは内部管理型であり、入居企業に

対する個別対応の丁寧な支援に重きを置く。現在まで 

多くのインキュベーション施設で、重点的に実施され

てきた内容である。ただし、課題はレベル１を充分に

達成していればインキュベーション施設の使命を達成

しているという誤謬である。入居企業数社の成功のみ

では、インキュベーション事業への投資額を回収でき

ないことに留意したうえで、レベル２、レベル３への

到達を目指すべきと考える。 

 第二にレベル２とは戦略経営型であり、相対位置の

構築とその展開を重視する。ここでは、まずポジショ

ニングアプローチが必要となる。セグメンテーション

の整理、特定のセグメントに対するターゲッティング、

そこに対するポジショニングである。具体的には、オ

ンリーワン型、ナンバーワン型、ネットワーク拠点型

などが考えられる。次に、資源アプローチである。ポ

ジショニングをとったセグメントにおいて必要とされ

る経営資源を適切に補完する必要がある。 

 第三にレベル３とは外部経済型であり、地域でのハ

ブ機能を担うことによって、インキュベーション施設

の外部において経済効果を創出していく考えである。

これは、ゲームアプローチ的な考え方で、通常は競合

と考えられる他のインキュベーション施設や、公設試、

大学などの他の支援機関とネットワークを構築するこ

とで、全体最適なシステムを構築して、ネットワーク

全体として成功する考えである。インキュベーション

施設が考慮すべき重要なステークホルダーは、インキ

ュベーション施設の設置・運営者である自治体等であ

ることも充分に考慮のうえ、彼らの利益となる地域の

成功を創出することで、インキュベーション施設やネ

ットワーク全体での付加価値を獲得していく。他のイ

ンキュベーション施設との水平ネットワーク、公設試、

大学などの他機関との垂直ネットワークを構築するこ

とで、支援ツールやノウハウを共有する。また、ネッ

トワークの核となるインキュベーション施設は、広域

ネットワークへのコネクションを有し、地域ネットワ

ークのニーズやシーズを、広域に発信できる能力が必

要とされる。 

 第四にレベル４とは、インキュベーション政策と他

の中小企業・ベンチャー企業支援政策との融合を図る

ことである。レベル４については、インキュベーショ

ン施設に常駐するインキュベーション・マネージャー

の権限を超越し、設置・運営者側、本部経営機能サイ

ドに必要とされる戦略である。これは大局的な視点、 
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俯瞰的な視点から、中小企業・ベンチャー支援機能施

策全体の中での、インキュベーション事業と他の支援

施策を有機的に融合して、ベストミックスを企画、実

行する高度なマネジメント能力を必要とする。施策の

潮流を見定めながら、現場のニーズに上手くフィット

するシステムを構築していくスキームデザインである。 

 

４．新たなインキュベーション・マネージャー研修制

度の提案 

 上述したレベル２の戦略経営型、レベル３の外部経

済型の戦略を実践する上でのマネジメント能力を、イ

ンキュベーション・マネージャーが身に付けていくた

めには、JANBO（日本新事業支援機関協議会）等が実施

する既存の研修に加え、新たな研修が必要となると考

える。ただしレベル１の充実のためには、引き続き

JANBO（日本新事業支援機関協議会）等が実施するイン

キュベーション・マネージャー研修の存在が必要不可

欠であり、その基盤を活用して今般新たな研修を提案

するものである。（独）中小企業基盤整備機構が新たに

提案する研修については、下記の２点が既存の研修と

異なる（図３）。 

第一に、これまではインキュベーション事業を主な 

対象範囲した研修であったのに対し、今般はインキュ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ベーションに加えファンド、新連携、専門家・OB派遣、

事業化助成金、サポートインダストリー、地域ブラン 

ド等の多政策を対象としている。これらの多政策のマ

ネジメント能力を身に付けることで、ネットワークの

拠点を担うべき人材を育成していく。 

 第二に、（独）中小企業基盤整備機構は自らインキュ

ベーション施設を経営している経験から、実務に即し

た研修を実施する。インキュベーション施設の経営戦

略をはじめとする、いわゆる経営視点からのノウハウ

に係る研修を実施する。 

 さらに研修の発展として、ネットワークの核となる

インキュベーション施設に対し、具体的な課題解決を

サポートするビジネス・インキュベータ・コーディネ

ータ（新設）を派遣し、ネットワーク化を推進してい

く。JANBO のインキュベーション・マネージャー研修

を終了した者や、またJANBO のインキュベーション・

マネージャー研修を受講していなくとも、相当の能力

があると認められる者は本研修へ参加可能とする予定

である。 

また、併せて（独）中小企業基盤整備機構の各支部

からも他施策の情報提供をはじめ、他施策との融合を

行う際には具体的な運用サポートを行い、実務に役立

つフォローアップを実施する。 

図２ インキュベーション施設の経営戦略 
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５．ネットワーク化の具体例 

１）京大桂ベンチャープラザ 

 京都大学桂キャンパス隣接するインキュベーション

施設である、京大桂ベンチャープラザでは、京都市、

大阪府、奈良県の公設試のOB人材を雇用することで広

域での産学官連携ネットワークの構築を図っている。

地域企業からのニーズを整理し、京大桂ベンチャープ

ラザとしての立場を活用して、京都大学をはじめとす

る近畿地方の大学とのマッチングをサポートしていく

仕組みである。インキュベーション施設を「場」とし

て活用することで、広域の企業ニーズを、広域の大学

へ繋げるハブ機能のシステム化である（図４）。 

 

図４ 具体例１ 京大桂ベンチャープラザ 

２）クリエイション・コア東大阪 

 中小企業が集積している東大阪地区に立地する、ク

リエイション・コア東大阪では、大学からの試験機器、

研究機器等の発注を、クリエイション・コア東大阪が

ハブ機能を果たし、地域の複数の企業へ得意とする技

術毎に展開する仕組みである。大学には試験機器、研

究機器等の1品物の需要があるものの、大手企業等は

1 品物への対応は難しい。一方、東大阪地区には高い

技術力を有するものの、1 社で大学の発注に答えられ

る企業は少ない。そこで、クリエイション・コア東大

阪がハブ機能を果たし、大学の発注と、複数の中小企

業の技術力とをマッチングさせる仕組みである（図５）。 

 

 図５ 具体例２ クリエイション・コア東大阪 

６．まとめ 

日本におけるインキュベーション施設は、1990 年代

に全国的に整備が進み、現在全国で約 400 施設が稼動

し、「量」的には充足した。本論は、第一に今後の方向

性として「質」、「ネットワーク」の必要性を提示した。

第二に、「質」、「ネットワーク」への発展の方向性を踏

まえて、今後のインキュベーション施設の経営戦略に

ついて整理した。第三に「ネットワーク」化を推進す

るために、新たな研修制度を提案した。第四に、「ネッ

トワーク」化の具体的な事業例として、京大桂ベンチ

ャープラザ、クリエイション・コア東大阪での具体的

な取組みを紹介した。今後（独）中小企業基盤整備機

構において、インキュベーション事業を推進し、実践

を通じて知見を深め、改めて報告したい。 
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図３ 中小機構の新たな研修制度 
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